
１１１１　　　　総括総括総括総括

 ((((1111) ) ) ) 人件費人件費人件費人件費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

 ((((2222) ) ) ) 職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計予算普通会計予算普通会計予算普通会計予算））））

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
　　　２　職員数から特別職は除く

((((3333) ) ) ) 特記事項特記事項特記事項特記事項

独自削減の実施
平成22年４月１日から平成23年３月31日まで
給料及び期末勤勉手当支給割合の削減

一般職（医師は除く）

給　料 給料月額を7.6％～10.3％削減

期末勤勉手当

※支給月数は平成２２年１２月改正後。

勤勉 期末 勤勉

1.35月

６月期 1.25月 0.70月 0.95月 0.70月

１２月期 1.35月 0.65月 1.2月 0.65月

計 2.60月 1.35月 2.15月

千円

職員手当

5,529

削減期間
削減内容
削減内訳

人

区分
削減前期末勤勉手当率 減額後期末勤勉手当率

期末

千円

区分

千円千円 千円22年度

304 1,121,976 218,096

実質収支

　　　　　　Ａ 給　 料

職員数 給 与 費

期末・勤勉手当

人 件 費

26,359 17,706,167

1,680,854

　　　　　計　　　　　Ｂ

（参考）人 件 費 率

　　　　　　　　　　　％

17.1

　　　　　Ｂ／Ａ　　　

　　　　　　％

　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　

一人当たり給与費

14.1

21年度 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円

320,338 2,498,190

人　

区　　分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（21年度末）

平成２２年度　美唄市給与・定員管理等について

　　　　　　Ｂ 20年度の人件費率

340,782
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((((4444) ) ) ) ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数のののの状況状況状況状況（（（（各年各年各年各年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

    （注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の
　　　　　　給与水準を示す指数である。
　　　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を
　　　　　　単純平均したものである。
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95.6
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95.6

(H21)
98.4
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美唄市 類似団体平均 全国市平均
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２２２２　　　　職員職員職員職員のののの平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額、、、、初任給等初任給等初任給等初任給等のののの状況状況状況状況
 ((((1111) ) ) ) 職員職員職員職員のののの平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢、、、、平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及びびびび平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

　　　　①一般行政職

歳 円 円

円

歳 円 円

　　　　②技能労務職

歳 円 円

円

歳 円 円

円

歳 円 円

円

歳 円 円

円

歳 円 円

歳 円 円

円

　　　　③教育職

歳 円 円

円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成22年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均で
 　　　　 ある。                                                                          
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、調整手当、住居手当、時　　　　　 

また、下段は国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含

299,400

-

429,163

平均給与月額平均給料月額

429,825

-

285,548

52.9

－ －

396,62550.6

うち調理員

区 分

国

　　　　　　区　　分

325,521

平　均　年　齢 平均給料月額

美唄市

313,575

41.5

平均給与月額

美唄市

53.3

団 体

美唄市

311,700

うち学校公務補

平均給与月額平 均 年 齢 平均給料月額

358,515

347,97244.6

313,450

-

-

298,800 312,075

310,833

－

平 均 年 齢区 分

類 似

うち電話交換士等

類似団体

国

49.2

間外勤務手当などの諸手当の額を合計したものである。このうち、上段はこれら全ての諸

まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

手当込みのものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

391,770

322,737
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((((2222) ) ) ) 職員職員職員職員のののの初任給初任給初任給初任給のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 － －

－ － － －

((((3333) ) ) ) 職員職員職員職員のののの経験年数別経験年数別経験年数別経験年数別・・・・学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

135,600

148,500

137,200

－

281,000

355,400

－

－

－

２年後の給料

148,500140,100

145,500

136,100

143,400

経 験 年 数 ２ ０ 年

技能労務職

－

大　学　卒

高　校　卒

－

教　育　職

高　校　卒

246,800高　校　卒 201,800

区　　　         分

大　学　卒

大　学　卒

高　校　卒

192,800

140,100

２年後の給料

大　学　卒

初任給

高　校　卒

一般行政職

246,800

経 験 年 数 １ ５ 年経 験 年 数 １ ０ 年

中　学　卒 122,400 130,100 129,200

一般行政職

教　育　職

区 分

技能労務職 高　校　卒

－

－

204,800

284,600

国

172,200

美　　　　唄　　　　市

184,200172,200 184,200

初任給

－

－

中　学　卒

－－

4



３３３３　　　　一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数等級別職員数等級別職員数等級別職員数等のののの状況状況状況状況
　 ((((1111) ) ) ) 一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数級別職員数級別職員数級別職員数のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（注）１　美唄市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

※ 国の給与構造改革に伴い、平成１９年４月からそれまでの８級制を７級制に改正しています。

　　　　　　　　人

8

職員数

5.112

2.1

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

43.2

22.9

22

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％　　　　　　　　人部長　議会事務局長　病院事務局長
恵風園・恵祥園長

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

5

係長　主査
　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

５　　級

区　　分

１　　級

標準的な職務内容

3.4

　　　　　　　　％

構成比

課長　室長　参事　所長　次長　館長
各種委員会事務局長

54

9.3

14.033

　　　　　　　　％

102

４　　級

７　　級

主幹　課長補佐　

６　　級

２　　級

主事

３　　級

主事　

主任　主事　技師

８級
4.3%

８級
0.0%

８級
0.0%

７級
13.4%

７級
5.4%

７級
5.1%

６級
5.5%

６級
12.5%

６級
14.0%

５級
23.2%

５級
8.8%

５級
9.3%

４級
20.1%

４級
22.1%

４級
22.9%

３級
29.9%

３級
45.8%

３級
43.2%

２級
2.8%２級

2.5%
２級
2.1%

１級
0.8%

１級
2.9%

１級
3.4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成22年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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((((2222) ) ) ) 昇給昇給昇給昇給へのへのへのへの勤務成績勤務成績勤務成績勤務成績のののの反映状況反映状況反映状況反映状況
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４４４４　　　　職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

 ((((1111) ) ) ) 期末手当期末手当期末手当期末手当・・・・勤勉手当勤勉手当勤勉手当勤勉手当

千円　

（22年度支給割合　独自削減） （22年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

（22年度支給割合　削減前）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

なし 職制上の段階、職務の級等による加算措置

俸給月額の５%～２０％の加算

※支給月数は平成２２年１２月改正後。

【【【【参考参考参考参考】】】】 勤勉手当勤勉手当勤勉手当勤勉手当へのへのへのへの勤務実績勤務実績勤務実績勤務実績のののの反映状況反映状況反映状況反映状況

((((2222) ) ) ) 退職手当退職手当退職手当退職手当（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2%～30%加算） 定年前早期退職特例措置（2%～20%加算）

千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給

　　　された平均額である。

 ((((3333) ) ) ) 地域手当地域手当地域手当地域手当（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

千円

千円

％ 人 ％

41.3433.50

30.55 30.55

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

23.5023.50

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

2.60

国

1.35

美　　　　　　　　　　　唄　　　　　　　　　　　市 国

1.35

1.352.15

美　　　　　　　　　　　唄　　　　　　　　　　　市

支給率 支給対象職員数

2 3札幌市 3

自己都合

24,867

勧奨・定年

国の制度（支給率）

135

支給対象地域

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度一般会計決算）

支給実績（21年度一般会計決算）

7,003
１人当たり平均支給額　　　　

59.28

59.28 59.28

41.3433.50

59.28

59.28

270

59.28

47.50

675

１人当たり平均支給額（21年度） －

2.60

47.50
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 ((((4444) ) ) ) 特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

千円

　円

　％

種類

 ((((5555) ) ) ) 時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

支給実績（21年度一般会計決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度一般会計決算）

救急外来診療手当

医務手当
診断書等診療書類の作成業務を
行う医師

診断書等診療書類作成業務

救急医療業務に従事した医師

救急診療待機手当
救急外来・手術介助業務等に従事
した職員（医師を除く）

救急業務

派遣診療手当  病院外で診療・健診業務に従事した医師

支給実績（20年度一般会計決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度一般会計決算）

恵風園・恵祥園介護業務従事者

用地交渉業務従事者

5,898

77,609

24.5

左記職員に対する支給単価

税外収入徴収業務

31,429

98

深夜業務（恵祥園）

放射線業務手当

福祉事務所現業業務 月額  6,000円

日額　230円～550円

保育業務

職員全体に占める手当支給職員の割合（21年度）

手当の種類（手当数）

税外収入徴収庁外業務従事職員

日額　300円

17

日額　300円

市税業務手当

主な支給対象職員

徴収業務手当

市税徴収業務等

月額  3,500円

用地交渉業務

日額　290円感染症・防疫業務

日額　470円

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度一般会計決算）

支給実績（21年度一般会計決算）

市税徴収等庁外業務従事職員

手当の名称 主な支給対象業務

用地交渉等手当

医療調査研究業務

夜勤業務夜勤病棟勤務の看護師夜間看護手当

診療エックス線照射業務従事者

医療業務に従事する医師

介護業務手当

火災等消火業務

救急業務

医学調査研究手当

夜間特殊勤務手当

救急業務手当

正規の勤務時間により深夜勤務に
従事した職員（消防・恵祥園)

火災出動手当

救急業務及び救急救命業務に
従事した消防職員

火災等業務に従事した消防職員

保育士

１回  280円～380円

月額 120,000円～220,000円

診療エックス線照射業務

106

１回  50,000円～80,000円

１回  3,300円

深夜業務（消防）

１回  2,000円～3,300円

１回  380円

１回  420円～770円

１回  3,000円診療・健診業務

１回  2,000円救急外来・手術介助業務等

介護業務

感染症防疫業務手当

保育業務手当

福祉業務手当

感染症患者収容・防疫作業従事職員

福祉事務所現業業務従事者

32,872

１回  500円

月額  5,000円
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((((6666) ) ) ) そのそのそのその他他他他のののの手当手当手当手当（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円

円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

円

円

（注）管理職手当の（　　）は実支給額（平成１２年度～）

休日勤務手当

１　借家　借間
　家賃が月額　12,000円を超える場合

　①家賃等が23,000円以下
　　家賃月額-12,000円

　②家賃等が23,000円を超える場合
　　(家賃額-23,000円)/2+11,000円

２　自宅居住
　　2,500円

（市内居住者2,500円加算）

5,326

12,041

宿直を担当した職員に、１回につき
4,700円を支給

毎月１１月から翌年３月までの各月の
初日に在職する職員に支給

正規の勤務時間として午後10時から
翌日の午前５時までの間に勤務する
職員に支給。

給料額に応じ定額を支給

夜間勤務手当

扶養手当

国の制度
との異同

同じ

教員特別手当

同じ

異なる

同じ

通勤のため、交通機関や自動車等を
使用して通勤する職員に支給。交通
機関は、55,000円を上限とし、自動車
等は通勤距離に応じて2,000円以上
24,500円以下。

休日に正規の勤務時間中に勤務する
ことを命じられた職員に支給。
１時間当たり135/100～160/100

同じ

同じ

宿日直手当

住居手当

通勤手当

内容及び支給単価
(平成22年度）

配偶者
　月額　13,000円
配偶者以外
　１人あたり月額　6,500円
扶養親族でない配偶者を有する場合
　１人目の子等月額　6,500円
配偶者のない職員
　１人目　月額11,000円
満１６歳の年度始めから満２２歳の年度
末までの子
　１人あたり月額5,000円を加算

手　当　名

管理職手当

病院長　　　　　40,000円
部長職　　　　　40,000円（30,000円）
課長職　　　　　30,000円（25,000円）
課長補佐職 　25,000円（22,000円）

3,779

寒冷地手当

千円 102,140同じ

国の制度と
異なる内容

17,326

140,342千円43,338

支給実績
（21年度一般会計決算）

　自宅所有に
　かかる手当なし

支給職員１人当たり
平均支給年額

（21年度一般会計決算）

異なる

173,900

21,366
36,900円～
115,900円

千円27,769 89,924

325,427

91,239

751 150,132

28,174 千円

174

288,726
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５５５５　　　　特別職特別職特別職特別職のののの報酬等報酬等報酬等報酬等のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円／ 円

円 円／ 円

円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

月分

※平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日まで独自削減を実施。（）内は、平成２２年１２月改正後の

削減前支給額及び支給月数。

６６６６　　　　職員数職員数職員数職員数のののの状況状況状況状況
　((((1111) ) ) ) 部門別職員数部門別職員数部門別職員数部門別職員数のののの状況状況状況状況とととと主主主主なななな増減理由増減理由増減理由増減理由

（各年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

3.11 (3.95)

26

1

9

20

9

　公
　営会
　企計
　業部
　等門

病院

その他

小　計

水道

下水道

商工

消防

土木

民生

衛生

小　計

教育

報酬月額×5.126×在職年数

農林水産

労働

税務

総務

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

退
職
手
当

平成22年

16

報
酬

副 議 長

副 市 長

副 市 長

議 長

議 員

議 長

期
末
手
当

市 区 町 村 長

　　（22年度支給割合）市 区 町 村 長

市 区 町 村 長

　　（算定方式）

副 議 長

議 員

3.45

報酬月額×3.234×在職年数 任期ごとに支給

事務の統廃合・縮小による減

事務の統廃合・縮小による減

0

△1

市長 3.45

409,000

351,000

(3.95)

　　（22年度支給割合）

給
料

630,000（815,000）

323,000

579,000（655,000）副 市 長

28 △2

9 0

88

12

92

事務の統廃合・縮小による減14 △2

60

26

給 料 月 額 等

（参考）類似団体における最高／最低額

　（支給時期）

〔528〕

132

443

(3.95)

45

16

1

10

53

81

区 分

一
般
行
政
部
門

議会

27

副市長

任期ごとに支給

5

対前年
増減数

5

平成21年

0

職 員 数

0

215

43

△4219

△447

主 な 増 減 理 由

20

026

61

事務の統廃合・縮小による減

事務の統廃合・縮小による減

0

0

事務の統廃合・縮小による減

0

△2

△1

△4

△4

0

27

51

合　　計
431

〔528〕

128

小　計

45

81

特
別
行
政
部
門

△12

〔0〕

事務の統廃合・縮小による減
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((((2222) ) ) ) 年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

((((2222) ) ) ) 年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成のののの状況状況状況状況（（（（２０２０２０２０年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

　

((((3333) ) ) ) 定員適正化計画定員適正化計画定員適正化計画定員適正化計画のののの数値目標及数値目標及数値目標及数値目標及びびびび進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況

　①①①①　　　　定員適正化目標定員適正化目標定員適正化目標定員適正化目標（（（（数数数数・・・・率率率率））））

 ② ② ② ②　　　　平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在におけるにおけるにおけるにおける定員定員定員定員のののの数値目標数値目標数値目標数値目標

※病院医療職を除く人数。

人 人

7353

人

～

計画期間

360

計

人

430

以上

～

人

～

平成１７年４月１日を
起点として、15.49％削減

終　期

37

平成23年3月31日平 成 18 年 4 月 1 日

数値目標

職員数

始　期

64 57

59歳55歳47歳 51歳

人

93 18 16

27歳23歳

人 人

35歳

48歳

～

区　分

未満

20歳 24歳20歳 56歳

39歳31歳

28歳

～

52歳

43歳

～ ～

36歳32歳

～ ～

40歳 44歳 60歳

人 人

54 39

人

7

人

～

人

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比

５年前の構成
比

%
（例）
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７７７７　　　　勤務時間勤務時間勤務時間勤務時間のののの状況状況状況状況

※ 変則勤務体系の職場を除く一般的な職場。平成21年度より休息時間を廃止。

８８８８　　　　休暇制度等休暇制度等休暇制度等休暇制度等のののの状況状況状況状況

((((１１１１) ) ) ) 主主主主なななな休暇休暇休暇休暇

必要と認められる期間

１年６月を超えない範囲

９０日を超えない範囲

産前７週間産後８週間

１日

５日以内

３日以内

１の年において５日以内

必要と認められる期間

１の年において５日以内

１日２回　30分以内

必要と認められる期間

必要と認められる期間

必要と認められる期間

((((２２２２) ) ) ) 介護休暇介護休暇介護休暇介護休暇

７～９月までの連続する３日以内

正規の時間において必要と認める時間

病気休暇

年次有給休暇

区分

取得者数期間

8:45

特になし

配偶者

父母

負傷または疾病のため療養の必要があるとき（公務上）

結核性の疾病ため療養の必要があるとき

負傷または疾病のため療養の必要があるとき（公務以外）

取得条件

休憩時間
正規の

勤務時間
終了時刻開始時刻

７時間４５分 17:15

期間

出産するとき（出産前・出産後）

10 日

7 日

親族が死亡したとき
5 日子

祖父母

兄弟姉妹

3 日

１年のうち２０日（原則）
２０日を限度に翌年に繰り越すことがで
きる

12:15～13：00

2 日孫

3 日

配偶者・父母及び子の追悼のための特別な行事を行うとき

結婚するとき

配偶者の出産

小学校就学前の子を看護する必要があるとき

夏期休暇

骨髄移植のドナーになるとき

無償で社会奉仕活動をするとき

妊娠または出産後の休暇

生後１年に達しない生児に女子職員が授乳するとき

選挙権公民権行使

証人等出頭

住居滅失・交通遮断

取得条件

１日または１時間を単位
として一つの継続する状
態ごとに連続する６月の
期間内で必要と認められ
る期間

0 人
配偶者・父母・子・配偶者の父母等で負傷、疾病または老齢に
より、２週間以上にわたり日常生活を営むのに支障があるものの
介護をする場合

特別休暇

その他の休暇
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((((３３３３) ) ) ) 育児休業育児休業育児休業育児休業にににに関関関関するするするする制度制度制度制度
地方公務員の育児休業等に関する法律に基づき、美唄市職員の育児休業等に関する条例等

により制定

※ 平成21年度中に新たに育児休業（部分休業）を取得した職員数

９９９９　　　　職員職員職員職員のののの分限及分限及分限及分限及びびびび懲戒処分懲戒処分懲戒処分懲戒処分のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２１２１２１２１年度年度年度年度））））

・

・

・

・ 心身の故障のため、長期の休養を要する

・ 刑事事件に関し起訴された

・ 法令違反

・ 職務上の義務違反または職務を怠った

・ 全体の奉仕者にふさわしくない非行があった

※ 分限処分　 公務能率の維持を目的に職員に対して行われる処分

※ 懲戒処分 職員の義務違反に対する道義的責任を問い、秩序維持を図る制裁的処分

１０１０１０１０　　　　職員職員職員職員のののの服務服務服務服務のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２１２１２１２１年度年度年度年度））））

((((１１１１) ) ) ) 職員職員職員職員のののの職務職務職務職務にににに係係係係るるるる倫理倫理倫理倫理のののの保持保持保持保持にににに関関関関するするするする取組取組取組取組
美唄市職員の倫理の保持に関する取組状況
依命通達の発布

平成２１年７月２９日
平成２１年１２月１８日 綱紀の厳正な保持及び年末年始の行事について

  衆議院議員総選挙及び最高裁判所裁判官国民審査における職員の服務規律の確保について

取得者
計

2 人1 人

心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、またはこれに堪えない

職制若しくは定数の改廃または予算の減少により配色または過員が生じた

0 人

0 人

取得期間

3 人
３歳に満たない子を養育するために３歳に達する日ま
で休業することができる

育児休業

勤務実績が良くない
0 人

分
限
処
分

降任

免職

休職

部分休業

男 女

6 人

発令年月日 件　　　　　名

0 人

処分者数

0 人 0 人

名称

1 人

停職

減給

免職

0 人

0 人

区分

戒告

懲
戒
処
分

該当事項

３歳満たない子を養育するため１日の勤務時間の一
部（１２０分限度）について勤務しないことができる

13



((((２２２２) ) ) ) 職員職員職員職員のののの義務及義務及義務及義務及びびびび制限制限制限制限
すべての公務員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、職務遂行にあたっては、全力でこれを専念

しなければなりません。これを実行するため、職員には次のような義務や制限が課せられます。

１１１１１１１１　　　　職員職員職員職員のののの研修及研修及研修及研修及びびびび勤務成績勤務成績勤務成績勤務成績のののの評定評定評定評定（（（（平成平成平成平成２１２１２１２１年度年度年度年度））））
多様化、高度化する行政ニーズに対応し、職員の能力の開発向上を目的として各種研修を実施しています

職員職員職員職員のののの研修研修研修研修

① 基本研修

新採用職員研修（前期）

接遇研修（空知信金主催）

新採用職員研修（後期）

管理監督者研修（部長職～主幹職）

② 特別研修

救命救急講習

財務会計システム研修

③ 派遣研修

市町村アカデミー（市町村税徴収事務）

北海道巡回アカデミー

北海道市町村研修センター研修

市町村職員道内先進事例研修

7 人

研修内容

2 日

日数

23 人 2 日

67 人 6 日

研修内容 派遣先 人員

1 人 10 日

(財)北海道市町村振興協会

1 人 3 日

職員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた
後も同様とする。

日数

0 人

58 人 2 日

職員は、同盟罷業、怠業その他の争議行為をしてはならない。

職員は、許可を受けなければ、営利を目的とする会社その他の団体
の役員等を兼ね、若しくは自ら私企業を営み、または報酬を得てい
かなる事業若しくは事務にも従事してはならない。

人員

（（（（１１１１））））

職員は、職の信用を傷つけ、または職全体の不名誉となるような行
為をしてはならない。

内　　　容区　　　　分 違反者数

信用失墜行為の禁止
（地方公務員法第３３条）

5 人

0 人

研修内容

1 日

3 日

職員は、法令に従い、かつ、上司の命令に従わなければならない。 0 人

2 人 1 日

7 人

6 人

人員 日数

営利企業等への従事制限
（地方公務員法第３８条）

54 人

市町村中央研修所

0 人

0 人
争議行為の禁止

（地方公務員法第３７条）

秘密を守る義務
（地方公務員法第３４条）

職務に専念する義務
（地方公務員法第３５条）

政治的行為の制限
（地方公務員法第３６条）

命令に従う義務
（地方公務員法第３２条）

職員は、勤務時間中、職務に注意力のすべてを用い、職務のみ専
念しなければならない。

職員は、政治的活動に関与してはならない。

0 人

各講座2日（21講座）
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勤務成績勤務成績勤務成績勤務成績のののの評定評定評定評定
職員の昇任、昇給、人事異動等については、各任命権者が職員の有する能力・適性、勤務実績等に基

づき総合的に判断し、それぞれ実施しています。今後においては、国の公務員制度改革の動向等に留意しながら
職員の能力・適性および勤務実績に基づいた人材活用の推進が一層図られるよう検討していきます。

１２１２１２１２職員職員職員職員のののの福祉及福祉及福祉及福祉及びびびび利益利益利益利益のののの保護保護保護保護のののの状況状況状況状況

職員の健康の保持増進を図るために健康診断等を実施しています。
公務上・通勤途上の災害に被災した職員に対し、地方公務員災害補償法に基づき、療養補償、休業補償、

障害補償等の各種補償を行っています。
また、職員への福利厚生事業を実施するとともに、職員の相互共済及び福利増進等を目的として、法令等に

基づき、福利厚生のための各種団体に加入しています。

安全管理安全管理安全管理安全管理
公務災害補償等

※ 平成2１年度の申請件数です。
健康管理健康管理健康管理健康管理

福利厚生福利厚生福利厚生福利厚生
① 共済制度

職員及びその被扶養者の医療保険を担い、健康の保持増進及び退職職員への年金支給など職員の相互

救済を目的として、地方公務員等共済組合法の規定により設立された北海道都市職員共済組合へ加入し、

各種事業、給付等の適用を受けています。

短期給付事業 被保険者・被扶養者の病気・負傷・出産・死亡・休業・災害などに対する給付等

福祉事業 保養所運営の宿泊事業、住宅資金等の貸付、貯金、人間ドック等の保健事業等

長期給付事業 退職共済年金、障害共済年金、障害一時金及び遺族共済年金の給付等

② 厚生制度
職員の元気回復等の福利厚生事業については、美唄市職員福利厚生会に委任し実施しています。

給付事業 各種祝金、弔慰金等の給付　生活資金貸付等
体育事業 各種親睦大会等
文化事業 文化勧奨助成等

１３１３１３１３　　　　公平委員会公平委員会公平委員会公平委員会のののの業務業務業務業務のののの状況状況状況状況

職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、適当な措置が執られるよう要求することや、懲戒その
他意に反する不利益な処分を受けたときは、公平委員会に対して申立をすることができます。

公平委員会とは、地方公務員法第７条第３項の規定により、設置が義務付けられている機関で、①職員の
給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求を審査・判定し、必要な措置をとること、②職員に対す
る不利益な処分についての不服申立に対する裁決または決定、③その他職員の苦情処理を行います。

平成21年度については、①～③についての処理件数は、０件でした。

1 人

43 人

区　　　　　分

定期健康診断

特定業務者健康診断

（（（（２２２２））））

4

0

（（（（２２２２））））

（（（（１１１１））））
単位：件

件数区分

（（（（３３３３））））

公務災害

通勤災害

322 人

68 人

67 人

腰痛健康診断

胃検診

人間ドック

乳がん検診

区　　　　分

脳ドック

大腸がん検診

婦人科検診

区　　　　分

54 人

42 人

46 人

受診者数

53 人

頸肩腕症候群健康診断

145 人

概　　　　　　　　要

概　　　　　　　　要

生活習慣病予防健診 11 人
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１４１４１４１４　　　　公営企業職員公営企業職員公営企業職員公営企業職員のののの状況状況状況状況
　((((1111))))　　　　水道事業水道事業水道事業水道事業
  　① ① ① ① 職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況
     ア　決算

区分

21年度

イ　予算
一人当たり給与費
　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

ウ　 特記事項
独自削減の実施

平成22年４月１日から平成23年３月31日まで
削減内容 給料及び期末勤勉手当支給割合の削減
削減内訳
一般職（医師は除く）

給　料 給料月額を7.6％～10.3％削減

期末勤勉手当

※支給月数は平成２２年１２月改正後。

② ② ② ② 職員職員職員職員のののの基本給基本給基本給基本給、、、、平均月収額及平均月収額及平均月収額及平均月収額及びびびび平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））
　　　　　　区　　分

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ ③ ③ ③ 職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況
 ア　期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（21年度）
千円　 千円　

（22年度支給割合　独自削減） （22年度支給割合　独自削減）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　勤勉手当

　　 月分 月分 月分

（22年度支給割合　削減前） （22年度支給割合　削減前）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）
なし なし

削減前期末勤勉手当率 減額後期末勤勉手当率

期末 勤勉 期末
区分

６月期 1.25月 0.70月 0.95月 0.70月

１２月期 1.35月 0.65月 1.2月 0.65月

計 2.60月 1.35月 2.15月

削減期間

1.35月

2.60 1.35 2.60 1.35

2.15 1.35 2.15 1.35

美唄市 美唄市(一般行政職・団体平均等）

１人当たり平均支給額（21年度）
1,110 675

事 業 者

団 体 平 均

美 唄 市 46.7 316,236 444,898

勤勉

千円 千円

平　均　年　齢 基本給 平均月収額

千円 千円22年度 人 千円

15 55,379 30,562 16,839 102,780 6,852

区分 職員数 給 与 費
給　 料 職員手当 期末・勤勉手当　　　　　　Ａ

553,216 △66,613 98,211 17.8 17.1

　　　　　計　　　　　Ｂ

める職員給与費比率

　　　　千円 千円　 千円　 ％　　　　 ％　

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ

（参考）
質収支 職員給与費比率 20年度の総費用に占

総費用 純損益又は実 職員給与費 総費用に占める
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イ　退職手当（平成２２年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年
勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分
勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分
勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分
最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分
その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2%～30%加算） 定年前早期退職特例措置（2%～30%加算）

千円 千円 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給
　　　された平均額である。

ウ　地域手当（平成２２年４月１日現在）
支給実績（21年度決算） 千円
支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）    円
支給対象地域

％ 人 ％

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成２２年４月１日現在）
支給実績（21年度決算） 千円
支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算） 　円
職員全体に占める手当支給職員の割合（21年度） 　％
手当の種類（手当数）

オ　時間外勤務手当
千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

支給実績（20年度決算） 3,299

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算） 236

支給実績（21年度決算） 2,607

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算） 217

0
0

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

0
0

支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

自己都合 勧奨・定年
0 0 7,003 24,867

１人当たり平均支給額　　　　
自己都合 勧奨・定年

１人当たり平均支給額　　　　

59.28 59.28 59.28 59.28
47.50 59.28 47.50 59.28
33.50 41.34 33.50 41.34

美唄市 美唄市　（一般行政職・団体平均等）

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年
23.50 30.55 23.50 30.55
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カ　その他の手当（平成２２年４月１日現在）

円

円

円

円

円

227 千円同じ 32,400

寒冷地手当
毎月１１月から翌年３月までの各月の
初日に在職する職員に支給 同じ 1,438 千円 95,880

通勤手当

通勤のため、交通機関や自動車等を
使用して通勤する職員に支給。交通
機関は、55,000円を上限とし、自動車
等は通勤距離に応じて2,000円以上
24,500円以下。

978 千円 108,667

管理職手当
部長職　　　　　40,000円（30,000円）
課長職　　　　　30,000円（25,000円）
課長補佐職 　25,000円（22,000円）

異なる
36,900円～
72,900円 828 千円 414,000

住居手当

１　借家　借間
　家賃が月額　12,000円を超える場合
　①家賃等が23,000円以下
　　家賃月額-12,000円
　②家賃等が23,000円を超える場合
　　(家賃額-23,000円)/2+11,000円
２　自宅居住
　　2,500円（市内居住者2,500円加算）

異なる
　自宅所有に
　かかる手当なし

支給職員１人当たり
平均支給年額
（21年度決算）

扶養手当

配偶者
　月額　13,000円
配偶者以外
　１人あたり月額　6,500円
扶養親族でない配偶者を有する場合
　１人目の子等月額　6,500円
配偶者のない職員
　１人目　月額11,000円
満１６歳の年度始めから満２２歳の年度
末までの子
　１人あたり月額5,000円を加算

同じ 2,520 千円 280,000

手　当　名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
（21年度決算）
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　((((2222))))　　　　工業用水道事業工業用水道事業工業用水道事業工業用水道事業

  　① ① ① ① 職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況

      ア　決算

イ　予算

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　給与費は当初予算に計上された額である。

ウ　 特記事項

独自削減の実施
平成22年４月１日から平成23年３月31日まで
給料及び期末勤勉手当支給割合の削減

一般職（医師は除く）

給　料 給料月額を7.6％～10.3％削減

期末勤勉手当

※支給月数は平成２２年１２月改正後。

② ② ② ② 職員職員職員職員のののの基本給基本給基本給基本給、、、、平均月収額及平均月収額及平均月収額及平均月収額及びびびび平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

1.2月 0.65月

2.15月 1.35月

６月期 0.95月 0.70月

削減前期末勤勉手当率 減額後期末勤勉手当率

期末

1.25月 0.70月

事 業 者

団 体 平 均

美 唄 市 35.0 238,429 304,281

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

勤勉 期末 勤勉

削減期間
削減内容
削減内訳

区分

千円 千円 千円

1 2,883 1,358 835 5,076 5,076

22年度 人 千円 千円

一人当たり給与費

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　　　　計　　　　　Ｂ 　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　

11.8 13.8

区分 職員数 給 与 費

38,732 0 4,577

　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

21年度 　　　　千円 千円　 千円　 ％　　　　 ％　

Ａ  

区分 総費用 純損益又は実

Ｂ　

職員給与費

質収支

１２月期

計

1.35月

2.60月

0.65月

1.35月

（参考）

職員給与費比率 20年度の総費用に占

総費用に占める
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 ③ ③ ③ ③ 職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

 ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（22年度支給割合　削減後） （22年度支給割合　削減後）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

（22年度支給割合　削減前） （22年度支給割合　削減前）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

なし なし

イ　退職手当（平成２２年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2%～30%加算） 定年前早期退職特例措置（2%～30%加算）

千円 千円 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給

　　　された平均額である。

ウ　地域手当（平成２２年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成２２年４月１日現在）

千円

　円

　％

0

0

職員全体に占める手当支給職員の割合（21年度）

手当の種類（手当数）

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

支給実績（21年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）

左記職員に対する支給単価手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

支給実績（21年度決算） 0

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算） 0

自己都合 勧奨・定年

0 0 7,003 24,867
１人当たり平均支給額　　　　

自己都合 勧奨・定年
１人当たり平均支給額　　　　

47.50 59.28

59.28 59.28 59.28 59.28

47.50 59.28

33.50 41.34 33.50 41.34

23.50 30.55 23.50 30.55

美唄市 美唄市　（一般行政職・団体平均等）

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

2.60 1.35 2.60 1.35

809 675

2.15 1.35 2.15 1.35

美唄市 美唄市(一般行政職・団体平均等）

１人当たり平均支給額（21年度） １人当たり平均支給額（21年度）
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オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（平成２２年４月１日現在）

円

円

円

円

円

0

支給実績
（21年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額
（21年度決算）

0 千円 0

0

44,000

24,000

0

44 千円

通勤手当

通勤のため、交通機関や自動車等を
使用して通勤する職員に支給。交通
機関は、55,000円を上限とし、自動車
等は通勤距離に応じて2,000円以上
24,500円以下。

寒冷地手当
毎月１１月から翌年３月までの各月の
初日に在職する職員に支給 同じ

同じ

千円

0 千円

24 千円

管理職手当
部長職　　　　　40,000円（30,000円）
課長職　　　　　30,000円（25,000円）
課長補佐職 　25,000円（22,000円）

異なる
36,900円～
72,900円

住居手当

１　借家　借間
　家賃が月額　10,000円を超える場合
　①家賃等が21,000円以下
　　家賃月額-10,000円
　②家賃等が21,000円を超える場合
　　(家賃額-21,000円)/2+11,000円
２　自宅居住
　　2,500円（市内居住者2,500円加算）

異なる
　自宅所有に
　かかる手当なし

扶養手当

配偶者
　月額　13,000円
配偶者以外２人まで
　１人あたり月額　6,500円
扶養親族でない配偶者を有する場合
　１人目の子等月額　6,500円
配偶者のない職員
　１人目　月額11,000円
満１６歳の年度始めから満２２歳の年度
末までの子
　１人あたり月額5,000円を加算
子等配偶者以外の扶養親族のうち３人
目以降
　１人あたり月額5,000円

同じ

国の制度と
手　当　名 内容及び支給単価 との異同 異なる内容

国の制度

支給実績（20年度決算） 360

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算） 360

支給実績（21年度決算） 12

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算） 12
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